
証券コード：9908

本招集ご通知の主要なコンテンツをスマートフォン・タブ
レット端末から簡単にご覧いただける「ネットで招集」サ
ービスを導入しております。こちらからも議決権行使ウェ
ブサイトにアクセスできます。
上記ＱＲコードまたは以下のＵＲＬよりアクセス下さい。
https://s.srdb.jp/9908/
「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

Contents

第81回定時株主総会招集ご通知………… 1

株主総会参考書類………………………… 4

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である
取締役を除く。）8名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である

取締役1名選任の件

事業報告…………………………………… 11

連結計算書類……………………………… 31

連結注記表………………………………… 34

計算書類…………………………………… 44

個別注記表………………………………… 47

監査報告書………………………………… 52

第81回

定時株主総会

招集ご通知

開催日時

2026年6月19日（金曜日）

午前10時

開催場所

東京都台東区
東上野１丁目26番２号

オーラム 地下２階

ラ・サル ローヤル
ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参

照いただき、お間違えのないようご注意願います。

株主総会でのお土産の配布及び株主総会終了

後の懇親会は予定しておりません。

予めご了承のほどよろしくお願い申し上げます。
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証券コード 9908
2026年６月３日

株 主 各 位

東京都台東区上野５丁目14番12号

代表取締役社長 和田 史宣

第81回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第81回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第81回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し

ております。

当社ウェブサイト https://www.n-denkei.co.jp/ir/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

ネットで招集（https://s.srdb.jp/9908/）

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

東京証券取引所ウェブサイト(東証上場会社情報サービス)

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基

本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧下さい。

なお、当日ご出席されない場合、書面またはインターネットにより議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類を

ご検討下さいまして、2026年６月18日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使し

て下さいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 2026年６月19日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都台東区東上野１丁目26番２号

オーラム 地下２階 ラ・サル ローヤル
(末尾会場ご案内図をご参照下さい。)

2026年05月20日 14時38分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 2 ―

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第81期（2025年４月１日から2026年３月31日まで)

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第81期（2025年４月１日から2026年３月31日まで)
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

……………………………………………………………………………………………………
①電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。

②当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さ
いますようお願い申し上げます。

③議決権行使についてのご案内
(1)書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年６月18日
(木曜日)午後５時30分までに到着するようご返送下さい。議決権行使書面におい
て、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱
わせていただきます。

(2)インターネットによる議決権行使の場合
インターネットにより議決権を行使される場合には、３頁の「インターネットに
よる議決権行使のご案内」をご参照のうえ、2026年６月18日(木曜日)午後５時30
分までに行使して下さい。

(3)インターネットにより議決権を行使された株主様につきましては、議決権行使書
用紙をご返送いただいた場合でも、インターネットによる議決権行使を株主様の
意思表示として取り扱います。

(4)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたもの
を株主様の意思表示として取り扱います。

《ご来場される株主様へのお願い》
株主総会でのお土産の配布及び株主総会終了後の懇親会は予定しておりません。予
めご了承のほどよろしくお願い申し上げます。
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インターネットによる議決権行使に関して、

ご不明な点につきましては、以下にお問い合

わせくださいますようお願い申し上げます。

三井住友信託銀行株式会社

0120-652-031
受付時間：午前9時〜午後9時

インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使ウェブサイト

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って

賛否をご入力下さい。4

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ
となく議決権行使ウェブサイトにログインする
ことができます。

スマートフォンにてQRコードを
読み取る方法「スマート行使」

スマートフォンにて議決権行使書用紙右下に

記載のQRコードを読み取って下さい。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お
手数ですがパソコン向けサイトへアクセスし、
議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー
ド」・「パスワード」を入力してログイン、再度
議決権行使をお願いいたします。
※ QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ

トへ遷移できます。

以降は画面の案内に従って

賛否をご入力下さい。2

インターネットによる議決権行使についての注意事項

※議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して、
通信料金及びプロバイダへの接続料金等は株主
様のご負担となりますので、ご了承下さい。

※パソコンまたはスマートフォン等による議決権行
使は、インターネット利用環境によっては行えな
い場合もございますので、ご了承下さい。

議決権行使ウェブサイトに

アクセスして下さい。1

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力下さい。2

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力下さい。3
「初期パスワード」
を入力

「登録」を
クリック

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
て下さい。

「ログイン」を

クリック

「議決権行使

コード」を入力

「次へすすむ」

をクリック

「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの
登録商標です。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、健全に事業を行う上で必要な内部留保を確保し、財務の健全
性を維持しつつ、株主の皆様に対しては、業績に応じた利益還元を積極
的に行うことといたしております。

この方針の下、期末配当につきましては、１株につき54円とさせてい
ただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

1. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金54円
（うち普通配当54円） 総額 613,067,292円

2. 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月22日
2025年12月に１株につき43円の中間配当を行っておりますので、年間

配当金は１株につき97円となります。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員(８名)は、本総会の終
結の時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）８名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、次のとおりで
あります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１

やなぎ たん ほう

柳 丹 峰
(1962年２月28日生)

再任

1991年８月 当社入社

55,636株

1997年６月 上海電恵測試儀器設備有限公司董事長

2005年６月 取締役中国・台湾担当

2006年４月 取締役海外エリア担当

2006年10月 取締役常務執行役員海外エリア担当

2007年４月 取締役専務執行役員営業本部副本部長

海外エリア担当

2008年４月 専務取締役海外営業本部長

2016年４月 代表取締役社長

2022年４月 代表取締役会長

2025年４月 取締役会長

2026年４月 取締役就任(現)

(重要な兼職の状況）

電計貿易(上海)有限公司 董事長

電計科技研発(上海)股份有限公司 董事長

電計科技発展(上海)有限公司 董事長

日本電計(香港)有限公司 董事長

２

もり た ゆき や

森 田 幸 哉
(1963年９月11日生)

再任

1987年３月 当社入社

50,028株

2007年３月 三重営業所所長

2008年４月 名古屋営業所所長

2011年４月 執行役員国内営業本部付

2012年10月 執行役員海外営業本部副本部長

2013年６月 取締役海外営業本部副本部長

アセアン・その他エリア担当

2016年４月 常務取締役国内営業本部長

甲信越エリア担当

2017年３月 常務取締役国内営業本部長

甲信越エリア・事業推進部・営業支援部門担当

2018年４月 専務取締役国内営業本部長

事業推進部・営業支援部門担当

2020年４月 専務取締役国内営業本部長

営業支援部門担当

2021年４月 代表取締役副社長

2022年４月 代表取締役社長

2026年４月 取締役会長就任(現)
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

３

わ だ ふみ のり

和 田 史 宣
(1967年８月３日生)

再任

1988年７月 当社入社

32,450株

2007年３月 茨城営業所所長

2013年３月 国際センター長

2014年３月 執行役員国際センター長

2015年３月 執行役員海外営業本部担当

2016年４月 執行役員海外営業本部長

2016年６月 取締役海外営業本部長

2017年３月 取締役海外営業本部長

中国・台湾・韓国エリア担当

2019年４月 常務取締役海外営業本部長

海外事業推進部担当

2020年４月 常務取締役海外営業本部長

海外事業推進部・アセアン・その他エリア担当

2021年４月 常務取締役海外営業本部長

海外事業推進部担当

2022年１月 常務取締役社長特命担当

監査・コンプライアンス推進役

2022年６月 取締役監査・コンプライアンス推進役

2024年４月 常務取締役営業本部長

2025年４月 専務取締役営業本部長

2026年４月 代表取締役社長就任(現)
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

４

かじ わら たく や

梶 原 琢 也
(1968年５月11日生)

再任

1989年３月 当社入社

39,090株

2008年４月 千葉営業所所長

2012年３月 執行役員新事業推進室室長

ＥＭＣ事業推進室室長

2014年10月 執行役員国内営業本部担当

2016年３月 執行役員東京営業所所長

2017年３月 執行役員国内営業本部

東北・北関東エリア担当

2017年６月 取締役国内営業本部

九州エリア担当

2018年４月 取締役国内営業本部副本部長

九州エリア担当

2019年４月 取締役国内営業本部副本部長

中四国・九州エリア担当

2020年４月 取締役国内営業本部副本部長

関西京滋エリア・事業推進部担当

2021年４月 常務取締役国内営業本部長

事業推進部・営業支援部門担当

2022年４月 常務取締役営業本部長

2024年４月 専務取締役事業本部長就任(現)

(重要な兼職の状況）

アイコーエンジニアリング㈱ 取締役

ユウアイ電子㈱ 取締役

新栄電子計測器㈱ 取締役

㈱ホクエン 取締役
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

５

あき やま まさ ひこ

秋 山 昌 彦
(1967年５月13日生)

再任

1990年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱UFJ銀行）入行

20,400株

2010年10月 同行秋田支社長

2013年４月 同行越谷支社長

2017年５月 同行大森支店長兼大森支社長

2020年11月 当社入社執行役員管理本部長付

2021年６月 取締役管理本部長

2024年４月 常務取締役管理本部長

2026年４月 専務取締役管理本部長就任(現)

(重要な兼職の状況）

電計科技研発(上海)股份有限公司 監事

電計貿易(上海)有限公司 監事

電計科技発展(上海)有限公司 監事

アイコーエンジニアリング㈱ 取締役

新栄電子計測器㈱ 取締役

㈱ホクエン 取締役

６

す だ かつ ひこ

須 田 克 彦
(1974年１月28日生)

再任

1996年７月 当社入社

4,600株

2016年12月 オートモーティブ市場推進部長

2020年３月 執行役員オートモーティブ市場推進部長

2021年３月 執行役員オートモーティブ市場推進部長兼ソ

リューション事業推進部長

2022年３月 執行役員事業推進統括部長兼施工管理部長

2024年３月 上席執行役員事業推進統括部長

2025年３月 上席執行役員営業本部副本部長

2025年６月 取締役営業本部副本部長就任

国内営業統括部長(現)
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

７

さ く ま りょう

佐 久 間 涼
(1967年４月23日生)

再任

1990年４月

1993年１月

2003年10月

2007年10月

2009年４月

2013年11月

2016年４月

山一證券㈱入社

㈱日本情報システム入社

㈱SFCG取締役東京支店長

同社取締役不動産部部長

㈱ドッドウエルビー・エム・エス入社

同社セキュリティシステム事業本部副本部長

プールス㈱取締役(現)
－株2019年６月 当社取締役就任(現)

2023年４月 ㈱アイグリーズ代表取締役就任(現)

2024年４月 Ai-Glies(Thailand)Co.,Ltd.代表取締役(現)

(重要な兼職の状況）
プールス㈱ 取締役
㈱アイグリーズ 代表取締役
Ai-Glies(Thailand)Co.,Ltd. 代表取締役

８

さ とう えい じ

佐 藤 栄 司
(1975年８月１日生)

新任

1998年４月 神奈川リコー㈱入社

－株

2001年１月 ソリマチ㈱入社

2002年１月 グラフテック㈱入社

2018年７月 同社海外営業本部 タイ駐在事務所 所長

2020年５月 Graphtec Asia Pacific Co.,Ltd. Managing

Director

2024年４月 グラフテック㈱ 海外営業本部 本部長

2025年２月 同社海外営業本部 本部長 兼 国内営業本部 本

部長(現)

2025年12月 グラフテック岩通計測㈱ 取締役就任(現)

（重要な兼職の状況)

グラフテック岩通計測㈱ 取締役

(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 佐久間涼氏及び佐藤栄司氏は、社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役の選任理由及び期待される役割の概要
① 佐久間涼氏は、株式会社アイグリーズ、Ai-Glies(Thailand)Co.,Ltd.の代表取締役及びプ

ールス株式会社の取締役であり、企業経営における高い見識を有しており、経営管理体制
の強化並びに当社の企業価値の最大化に資するものと判断し、社外取締役候補者といたし
ました。なお、株式会社アイグリーズ及びプールス株式会社は筆頭株主であるあいホール
ディングス株式会社の子会社であります。同氏の当社社外取締役としての就任期間は、本
総会終結の時をもって７年となります。

② 佐藤栄司氏は、グラフテック岩通計測株式会社の取締役であり、企業経営における高い見
識を有しており、経営管理体制の強化並びに当社の企業価値の最大化に資するものと判断
し、社外取締役候補者といたしました。なお、グラフテック株式会社及びグラフテック岩
通計測株式会社は筆頭株主であるあいホールディングス株式会社の子会社であります。

4． 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。なお、各候補
者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約
を更新する予定であります。
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に
備え、あらかじめ補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いす
るものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 の
株 式 数

たか き まさ ゆき

高 木 正 行
(1958年３月20日生)

1981年11月 日置電機㈱入社

－株

1995年４月 同社東京営業所長

2008年１月 同社西日本営業部長兼大阪営業所長

2008年10月 同社執行役員西日本営業部長

2010年10月 同社執行役員営業部長

2014年１月 同社執行役員品質保証部長

2018年２月 同社常勤監査役

2022年２月 同社顧問

2024年２月 同社退社

2024年４月 ㈱西澤電機計器製作所 顧問(現)

(注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 高木正行氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
3. 高木正行氏を補欠の監査等委員である社外取締役として選任する理由及び期待される役割

の概要
高木正行氏は、日置電機㈱にて営業部門、品質保証部門の責任者、常勤監査役を務め、計
測器業界に精通しております。業界での豊富な経験と深い知識・見識を当社の監査に生か
していただくため、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

4. 高木正行氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、高木正行
氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合、当社は同氏を独立役員として同取引
所に届け出る予定であります。

5． 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。高木正行氏が
就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

以 上
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事 業 報 告

(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における経営環境に関しては、米国の関税政策による景気減速
への警戒感は和らいだものの、中東・イラン情勢を受けた原油高・物価高の進展
や金利上昇、人手不足に加えて、世界情勢の悪化に伴う地政学リスクの高まり、
中国・欧州の経済停滞等により、先行きの不確実性は依然高い状況が続いており
ます。
当社グループが属する電子計測器、電源機器、環境試験機器等の業界において

は、自動化・省力化を企図した設備投資や、成長分野への研究開発投資が底堅く
推移しております。こうした中、当社主要ユーザーである自動車業界では、Ｅ
Ｖ・燃料電池等の次世代自動車や、ＡＤＡＳ・自動運転の技術開発等において積
極的な投資が続く見通しであります。また、電子・電機業界では、ＡＩ、データ
センター、高速・大容量通信やＧＸ、防衛関連分野等に係る投資の拡大が期待さ
れております。

当社グループでは、2030年を見据えた成長戦略「INNOVATION2030」の第２期と
なる中期経営計画「INNOVATION2030 Ver.2.0」に基づき、これまでに構築してき
た基盤を礎に更なる進化を図っております。具体的には、電子計測器を主体とす
るコアビジネスの安定成長に加えて、お客様へのシステム提案力の更なる強化、
成長市場への事業領域の拡大、サプライチェーンの変革を捕捉するグローバル展
開等を推進しております。また、社員を最大の資産と考える経営方針に基づき、
当社の企業理念・成長戦略を支える人材の確保、並びに社員のスキルやモチベー
ション向上に向けた人的資本投資を積極的に行っている他、システム関連投資も
進めております。今後も、パーパス「計測技術で社会に貢献」、ビジョン「テクニ
カル商社への転身」を掲げた企業理念に基づき、成長戦略遂行による収益力増強
と経営基盤強化の両立を目指し、業界のリーディングカンパニーとして企業価値
向上を図ってまいります。
このような状況下、個別決算では、売上高は106,324百万円（前年同期比6.0％

増）、自動車に関わる設備・研究開発投資や防衛予算増加に伴う関連投資等、成長
分野を的確に捕捉することで受注が堅調に推移し、増収となりました。売上総利
益率も上昇し、将来に向けて賃上げや人員増強といった人的資本投資を積極的に
行ったこと等により販売管理費は増加しましたが、営業利益は3,998百万円（前年
同期比164百万円増）、経常利益は4,284百万円（前年同期比８百万円増）となりま
した。国内子会社では、校正サービスを請負うユウアイ電子株式会社は業績が堅
調に推移し、全体としても利益を確保いたしました。海外子会社では、中国は景
気減速の影響が残るものの受注強化等により増収増益となりました。その他地域
では、タイ・インドネシア・フィリピン等が業績堅調な一方で、米国やインドは
苦戦し、全体としては増収減益となりました。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は133,148百万円（前年同期比9.8％増）、

営業利益は4,972百万円（前年同期比234百万円増）、経常利益は5,078百万円（前
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年同期比344百万円増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,651百万円（前年同
期比678百万円増）となりました。

(2) 設備投資の状況

特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

国内外でのインフレ懸念や、各国の政治情勢等による世界経済への影響、中東
をはじめとする地政学リスクの高まり等、当社を取り巻くマクロ環境は不確実性
の高い状況が続く見通しであります。こうしたリスクが当社に影響を及ぼす懸念
がある一方、将来を見据えた成長分野への研究開発・設備投資は引き続き堅調に
推移する見通しであります。当社の主要ユーザーでは、次世代自動車やＡＤＡ
Ｓ・自動運転の技術開発に係る投資、ＡＩ、データセンター、高速・大容量通信
やＧＸに係る投資、防衛予算の増加に伴う関連投資等、引き続き拡大が見込まれ
ております。

当社グループでは、2030年を見据えた成長戦略「INNOVATION2030」の第２期と
なる中期経営計画「INNOVATION2030 Ver.2.0」の最終年度として、コアビジネス
の安定成長、成長市場への事業領域の拡大、グローバル展開を引き続き推進して
まいります。また、社員を最大の資産と考える経営方針に基づき、成長戦略を支
えるための人的資本投資を積極的に行うとともに、中長期的な企業価値向上を見
据えたシステム関連投資等も継続し、経営基盤を強化してまいります。今後も、
パーパス「計測技術で社会に貢献」、ビジョン「テクニカル商社への転身」を掲げ
た企業理念に基づき、成長戦略遂行による収益力増強と経営基盤強化の両立を目
指し、業界のリーディングカンパニーとして企業価値向上を図ってまいります。

株主各位におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。
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(9) 財産及び損益の状況

区 分
第78期

2023年３月期
第79期

2024年３月期
第80期

2025年３月期

第81期
(当連結会計年度)
2026年３月期

売 上 高(千円) 104,778,430 108,539,433 121,235,333 133,148,547

経 常 利 益(千円) 3,996,014 4,809,975 4,734,396 5,078,937

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,905,209 2,947,524 2,973,182 3,651,375

１株当たり当期純利益(円) 248.41 255.47 260.86 322.82

総 資 産(千円) 64,110,405 66,063,026 73,996,093 78,822,844

純 資 産(千円) 25,996,074 28,198,926 30,699,909 33,441,899

１株当たり純資産額(円) 2,179.66 2,396.37 2,625.65 2,890.43

(10) 重要な親会社及び子会社の状況（2026年３月31日現在）

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率
(％) 主要な事業内容

(連結子会社)

千マレーシアリンギット

NIHON DENKEI
(MALAYSIA)SDN.BHD.

マレーシア
クアラルンプール

3,000 100.00
各種電子計測器の
販売、修理、校正

千タイバーツ

NIHON DENKEI
(THAILAND)CO.,LTD.
(注)2

タイ
バンコク

10,000 48.99 〃

千韓国ウォン

DENKEI KOREA CO.,LTD.
韓国
スウォン

350,000 85.71 〃

千香港ドル

日本電計(香港)
有限公司

中国
香港

200 100.00 〃
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会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率
(％) 主要な事業内容

千ベトナムドン

NIHON DENKEI
VIETNAM CO.,LTD.

ベトナム

ハノイ
18,878,140 100.00 〃

千元

電計科技研発(上海)
股份有限公司

中国
上海

42,488
69.36
(13.36)

研究開発サポート
試験技術の提供

千元

電計貿易(上海)
有限公司

中国
上海

42,926 100.00
各種電子計測器の
販売、修理、校正

千台湾ドル

TAIWAN DENKEI
SOLUTION CO.,LTD.

台湾
台北市

30,000 100.00 〃

千インドルピー

NIHON DENKEI INDIA
PRIVATE LTD.

インド
グルグラム

99,000
100.00
(0.03)

〃

千インドネシアルピア

PT.NIHON DENKEI
INDONESIA

インドネシア
ジャカルタ

14,511,200
100.00
(0.29)

〃

千フィリピンペソ

NIHON DENKEI
PHILIPPINES,INC.

フィリピン
ラグナ

30,000 100.00 〃

千米ドル

DENKEI
CORPORATION
AMERICAS

アメリカ
シカゴ

2,500 100.00 〃

千元

電計科技発展(上海)
有限公司

中国
上海

68,653
100.00
(48.98)

各種電子計測器の
販売、修理、校正

千ユーロ

DENKEI EUROPE GMBH ドイツ
ミュンヘン

2,500 100.00
各種計測機器、環
境試験機等の販売

千ユーロ

DENKEI EUROPE HUNGARY
KFT

ハンガリー

デブレツェン
300

100.00
(100.00)

〃
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会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率
(％) 主要な事業内容

千円

アイコーエンジニア
リング株式会社

大阪府
東大阪市

50,000 100.00

荷重測定器、各種
耐久試験機等の電
子計測機器・精密
測定機器の製造・
販売

千円

ユウアイ電子株式会社
埼玉県
川越市

20,000 100.00
各種電子計測器の
修理、校正

千円

新栄電子計測器株式会社
神奈川県
藤沢市

14,000 100.00
監視システム・電
子計測機器の製
造・販売

千円

株式会社ホクエン
静岡県
浜松市

10,000 100.00

電子・電気応用測
定装置及び計測制
御装置の開発、設
計、製造及び販売

(注) 1. 「出資比率」欄の（ ）は間接所有割合で内数であります。
2. 持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものでありま

す。

③ 重要な関連会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率
(％) 主要な事業内容

(関連会社)
千ベトナムドン

計測機器の校正サ
ービス、計測機器
に関する教育・セ
ミナー事業等

JQA CALIBRATION
VIETNAM CO.,LTD.

ベトナム
ハノイ

32,300,000 49.00

④ 特定完全子会社の状況

特定完全子会社に該当する子会社はありません。

(11) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社グループは電子計測器、各種電子機器の部品、コンピューター及び周辺機
器、理科学機器・計量器、オフィスオートメーション・ファクトリーオートメー
ション機器等の製造・販売、並びに計測器等の修理・校正、ソフトウエアの企
画・販売、上記各機器のレンタル及びリース業務等を行っております。
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(12) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

① 当 社

〇本社 東京都台東区上野５丁目14番12号

〇営業所
仙台（仙台市）・郡山（郡山市）・宇都宮（宇都宮市）・ひたちなか（ひたちなか
市）・茨城（つくば市）・群馬（太田市）・埼玉（さいたま市）・長岡（長岡市）・長
野（長野市）・松本 (松本市）・山梨（甲府市）・千葉（千葉市）・東京（台東区）・
東京南 (品川区）・東京西（調布市）・多摩（八王子市）・川崎（横浜市）・横浜
（横浜市）・厚木 (厚木市）・湘南（平塚市）・三島（駿東郡）・浜松（浜松市）・名
古屋（長久手市）・刈谷（知立市）・三重（四日市市）・滋賀（栗東市）・京都（京
都市）・大阪（吹田市）・兵庫（明石市）・金沢（金沢市）・岡山（倉敷市）・広島
（広島市）・福岡（福岡市）・熊本（菊池郡）・鹿児島（霧島市）

○推進部
ソリューション推進部（台東区）・モビリティ市場推進部（台東区）・ＮＩ事業開
発部（台東区）・クロス エンジニアリング部（台東区）・施工管理部（台東区）・
海外事業推進部（台東区）・マーケティング部（台東区）

〇センター
国際センター（台東区）・商品センター（横浜市）

〇サテライト
秋田（由利本荘市）・大分（大分市）

○支店
シンガポール

② 重要な子会社
重要な子会社の所在地は「１.企業集団の現況に関する事項 (10)重要な親会

社及び子会社の状況」に記載した所在地のとおりであります。

(13) 従業員の状況（2026年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

1,214名 54名増

② 当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

679名 69名増 42.2歳 13.1年

(14) 主要な借入先（2026年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高（千円)

株 式 会 社 り そ な 銀 行 5,600,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,696,130

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,854,050

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,045,000

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 1,700,000

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 22,500,000株

(2) 発行済株式の総数 11,353,098株（自己株式数465,409株を除く。）

(3) 株主数 6,521名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

あいホールディングス株式会社 2,445,000 21.53

有 限 会 社 高 田 興 産 974,119 8.58

日 本 電 計 取 引 先 持 株 会 678,800 5.97

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 494,200 4.35

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 390,000 3.43

日 本 電 計 従 業 員 持 株 会 347,166 3.05

光通信KK投資事業有限責任組合
無限責任組合員光通信株式会社

331,500 2.91

菊水ホールディングス株式会社 236,820 2.08

田 中 秀 子 112,650 0.99

I N T E R A C T I V E B R O K E R S L L C 102,251 0.90

(注) 持株比率は、自己株式（465,409株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

株主総会決議の日 2022年６月24日

新株予約権の数 2,600個

目的である株式の種類及
び数

普通株式 260,000株

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない

新株予約権の行使価額
新株予約権１個当たり 148,800円
(１株当たり 1,488円)

新株予約権の行使期間 2024年８月11日から2032年８月10日

新株予約権の行使条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監査役、執行役員及び従業員
のいずれかの地位にあることを要するものとする。
ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合
による退任・退職、その他正当な理由が存すると取
締役会が認めた場合にはこの限りではない

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続
を認めないものとする

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権の譲渡により取得する場合は、取締役会の
承認を要する

当社役員の保有状況

取締役(監査等委員である取締役を除く。)
新株予約権の数 1,120個
目的となる株式数 112,000株
保有者数 ６名

監査等委員である取締役
新株予約権の数 100個
目的となる株式数 10,000株
保有者数 １名
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状
況

取締役会決議の日 2025年８月７日

新株予約権の数 600個

目的である株式の種類及
び数

普通株式 60,000株

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない

新株予約権の行使価額
新株予約権１個当たり 221,500円
(１株当たり 2,215円)

新株予約権の行使期間 2027年８月８日から2035年８月７日

新株予約権の行使条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監査役、執行役員及び従業員
のいずれかの地位にあることを要するものとする。
ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合
による退任・退職、その他正当な理由が存すると取
締役会が認めた場合にはこの限りではない

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続
を認めないものとする

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権の譲渡により取得する場合は、取締役会の
承認を要する

当社使用人等への交付状
況

新株予約権の数 600個
目的となる株式数 60,000株
交付者数 ６名
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（2026年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取締役会長 柳 丹 峰

電計貿易(上海)有限公司 董事長
電計科技研発(上海)股份有限公司 董事長
電計科技発展(上海)有限公司 董事長
日本電計(香港)有限公司 董事長

代表取締役社長 森 田 幸 哉

専務取締役 梶 原 琢 也 事業本部長

アイコーエンジニアリング株式会社 取締役
ユウアイ電子株式会社 取締役
新栄電子計測器株式会社 取締役
株式会社ホクエン 取締役

専務取締役 和 田 史 宣 営業本部長

常務取締役 秋 山 昌 彦 管理本部長

電計科技研発(上海)股份有限公司 監事
電計貿易(上海)有限公司 監事
電計科技発展(上海)有限公司 監事
アイコーエンジニアリング株式会社 取締役
新栄電子計測器株式会社 取締役
株式会社ホクエン 取締役

取 締 役 須 田 克 彦
営業本部副本部長
国内営業統括部長
東海・中部エリア担当

取 締 役 佐久間 涼
株式会社アイグリーズ 代表取締役
プールス株式会社 取締役
Ai Glies(Thailand)Co.,Ltd. 代表取締役

取 締 役 下 村 規 夫
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地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取 締 役
(監査等委員)

小 倉 義 夫

取 締 役
(監査等委員)

藤 原 敏 夫

取 締 役
(監査等委員)

呰 真 希
石本哲敏法律事務所 弁護士
あいホールディングス株式会社 社外監査役

(注) 1. 取締役 木村裕二、菊田嘉、佐藤哲、佐野恵子の各氏は、2025年６月20日開催の第80回定時
株主総会終結の時をもって、任期満了により退任いたしました。

2. 2025年6月20日開催の第80回定時株主総会において、新たに須田克彦、下村規夫、呰真希の
各氏が取締役に選任され、就任いたしました。

3. 取締役佐久間涼、下村規夫、小倉義夫、藤原敏夫、呰真希の各氏は、社外取締役でありま
す。

4. 当社は、監査等委員会の監査、監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議
への出席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にする
ため、常勤の監査等委員を選定しております。

5. 取締役小倉義夫、藤原敏夫、呰真希の各氏は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の
２に定める独立役員であります。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、当社定款において会社法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めておりま
すが、現時点においては、各取締役との間で責任限定契約を締結しておりませ
ん。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負
うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある
損害が填補されます。

なお、保険料につきましては、全額当社が負担しております。

(4) 取締役の報酬等の額

区 分 報酬等の
総 額

報酬等の種類別の総額
対象となる
役員の員数基本報酬 業績連動

報 酬 等
非金銭
報酬等

取締役(監査等委員を除く)

(うち社外取締役)

千円
253,196
(5,983)

千円
253,196
(5,983)

千円
－

(－)

千円
－

(－)

名
11

(３)

取締役(監査等委員)

(うち社外取締役)
28,522

(28,522)
28,522

(28,522)
－

(－)
－

(－)
４

(４)
(注) 1. 2017年６月23日開催の定時株主総会で決議された報酬限度額は取締役（監査等委員を除く）

報酬額年額400,000千円以内（うち社外取締役50,000千円以内）であります。当該定時株主
総会終結時点の取締役(監査等委員である取締役を除く)の員数は８名であります。取締役

（監査等委員）報酬額年額50,000千円以内であります。当該定時株主総会終結時点の取締役
(監査等委員)の員数は４名であります。また、当該金銭報酬とは別枠で、2022年６月24日
開催の定時株主総会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対しストックオ

2026年05月20日 14時38分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 22 ―

プションによる報酬等として100百万円以内、常勤の監査等委員である取締役に対し10百万
円以内とする旨が決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役(監査等委員で
ある取締役を除く。)の員数は９名、常勤の監査等委員である取締役の員数は２名、非常勤
の監査等委員である取締役の員数は１名であります。

2. 使用人兼務取締役に支払った使用人報酬額21,228千円は含んでおりません。

(5) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定

方針

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、役員の報酬については、取締役会で決議したルールに基づいて、個人

別の支給額を取締役会で決定しております。

②決定方針の内容の概要

(a) 基本報酬（月額）の構成

・取締役の基本報酬月額を決定しております。

・代表権の有無、会長、社長、副社長、専務、常務については、それぞれ一定

額を加算いたします。

・本部長、副本部長は、それぞれ一定額を加算いたします。

・役員報酬の世間相場等を勘案し、定期的に見直しを行います。

(b) 業績による加算

・前事業年度の業績を勘案して、基本報酬に加算を行います。

・加算する額は、基本報酬月額×社員へ支給する賞与月数です。

・社員へ支給する賞与は、固定賞与の夏2.5カ月、冬2.5カ月と業績に応じた期

末賞与、社長から四半期毎に支給される社長感謝金の合計です。

(c) 役員報酬の総額の上限

・役員報酬の総額の上限については、2017年６月23日開催の定時株主総会で決

議された取締役（監査等委員を除く）の報酬額年額400百万円、監査等委員で

ある取締役の報酬額年額50百万円で承認をいただいております。また、当該

金銭報酬とは別枠で、2022年６月24日開催の定時株主総会において取締役

（監査等委員を除く）に対しストックオプションによる報酬等として100百万

円以内、常勤の監査等委員である取締役に対し10百万円以内で承認をいただ

いております。

・その上限内で、株主への配当金の額、社員への賞与月数と著しくかい離しな

いこと、内部留保の充実等を総合的に勘案して、支給額の上限を定め、公平

かつ適正に支給しております。

イ．配当金総額の一定割合（80％）以内とすること

ロ．当期内部留保分（当期純利益－配当総額）の25％以下とすること

ハ．社員の支給月数を超えないこと

等の条件を全て満たす必要があります。
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(d) 非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

非金銭報酬等は、新株予約権(ストック・オプション)とし、業績向上に対す

る意欲、士気を一層高め、更なる企業価値の向上を図ることを目的として、内

容、割当数等を決定しております。

③当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものである

と取締役会が判断した理由

当事業年度においては、取締役会で取締役の個人別の報酬関係について上記

記載の方針をもとに決定しているため、決定方針に沿うものであると判断して

おります。

(6) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 重要な兼職先と当社との関係

取 締 役 佐久間 涼

株式会社アイグリーズ、Ai-Glies(Thailand)Co.,Ltd.の
代表取締役及びプールス株式会社の取締役であり、当社
の大株主であるあいホールディングス株式会社の子会社
であります。

取 締 役
(監査等委員)

呰 真 希
石本哲敏法律事務所に所属及びあいホールディングス株
式会社の社外監査役であります。

② 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名
主な活動状況及び

期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 佐久間 涼
当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、議案及び
審議等に必要な発言を適宜行っております。

取 締 役 下 村 規 夫
就任後開催の取締役会10回全てに出席し、業界知識を通
じて培った知識、見地から必要な発言を適宜行っており
ます。

取 締 役
(監査等委員)

小 倉 義 夫
当事業年度開催の取締役会13回全てに、また、監査等委
員会９回全てに出席し、業界知識を通じて培った知識、
見地から必要な発言を適宜行っております。

取 締 役
(監査等委員)

藤 原 敏 夫
当事業年度開催の取締役会13回全てに、また、監査等委
員会９回全てに出席し、業界知識を通じて培った知識、
見地から必要な発言を適宜行っております。

取 締 役
(監査等委員)

呰 真 希

就任後開催の取締役会10回及び監査等委員会７回全てに
出席し、弁護士としての豊富な経験に基づき、取締役会
において、専門的見地から適切な発言を行っております。
また、監査等委員会において、当社のコンプライアンス
体制等について適宜必要な発言を行っております。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 井上監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

33,000千円
(注) 1. 当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績
の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金
融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておりませんので、上記①の金額はこ
れらの合計額を記載しております。

(3) 子会社の監査に関する事項

当社の子会社のうち、DENKEI EUROPE GMBH及びDENKEI EUROPE HUNGARY KFTを除

く在外子会社13社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人による監査

を受けております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合、必要に応じて、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人

を解任いたします。また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、専門性、当社

からの独立性、その他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執

行に支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必要と認められる場合に

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定

いたします。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

① 当社グループの取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

当社グループは、企業が存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が

必要不可欠であるとの認識の下、全ての役員及び従業員等が公正で高い倫理観

に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努めております。

具体的には、事務局であるリスク・コンプライアンス室の下、社長を委員長

とするリスク・コンプライアンス管理委員会を設置し、グループにおけるリス

ク管理並びにトラブル管理に係る課題・対応方針等を審議しています。これに

より、コンプライアンス体制の構築及び各種問題への対応、マニュアルの改訂

や教育計画の立案等を推進する体制としております。また、当社グループの

「コンプライアンス・マニュアル」に基づき、役員及び従業員等がそれぞれの立

場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務活動にあたるよう研修等

を通じて啓蒙を図っております。加えて、通報・相談窓口である「Denkei

Group ホットライン」を設けており、役員及び従業員等が、社内においてコン

プライアンス違反となる行為が行われ、又は行われようとしていることに気が

ついたときは、事務局に通報(匿名も可)しなければならないと定めており、会

社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わないことを明記

しております。

また、当社は、社長直轄の監査室を設置して、監査室が、定期的に実施する

内部監査を通じて、会社の業務執行の実態を把握し、全ての業務が法令、定款

及び社内諸規程に準拠して適正かつ合理的に行われているかを調査・検証する

ことにより、不正防止並びに経営効率の向上に努めております。監査結果に関

しては社長及び監査等委員会に報告することとしております。

加えて、株主・投資家の皆様へは、情報開示のための社内体制を整備し、財

務報告をはじめ各種情報の迅速かつ正確な開示を念頭に、経営の透明性を高め

るよう努めております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る文書等、取締

役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令及び「文書管理規程」等に基

づき、定められた期間保存しております。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループは、リスク管理規程及びトラブル管理規程に基づき、様々な損

失の危険に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、事前に適切な対応策を準

備する等により、損失の危険を最小限にするよう対応しております。

2026年05月20日 14時38分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 26 ―

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

当社グループは、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定並びに

取締役の業務執行状況について報告を求め、相互の監督等を行っております。

また、緊急な意思決定を要する事項については、適宜臨時でも開催しておりま

す。加えて、取締役会の機能をより強化するとともに透明性を確保し、さらに

高いレベルの経営を目指す観点から、社外取締役５名を選任し、客観的な意見

を経営に反映する体制をとっております。

また、取締役と執行役員を主なメンバーとする経営会議を毎月開催し、重要

問題について協議し、具体策をまとめ、代表取締役に意見具申する体制をとっ

ております。

当社グループでは、パーパス「計測技術で社会に貢献」、ビジョン「テクニカ

ル商社への転身」を掲げた企業理念を定めております。中期経営計画や単年度

の経営計画は企業理念に即した形で策定し、承認された計画に従い、その達成

に向けて、営業本部、事業本部、管理本部、各営業所が具体的な目標を策定し

ております。また、計画の進捗状況確認と情報共有化を目的に、役員・全営業

所の所長・副所長等の拠点責任者からなる全体営業会議を四半期毎に開催して

おります。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループ企業への指導・支援を実施するため、「グループ会社管理規程」

を制定しており、グループとしての協力体制を図るとともに、グループ会社の

経営についても管理しております。

主要な子会社の取締役や監査役に関しては、当社の取締役並びに執行役員等

が兼務し、各子会社の重要事項について兼務する取締役並びに執行役員等を通

じて当社に報告される体制を構築しております。また、子会社から、定期的・

継続的に、取締役会議事録、月次決算書類その他子会社の経営内容を的確に把

握するための資料の提出を受け、必要に応じて取締役会に報告しております。

子会社において適時開示事項が発生した場合、取締役会・経営会議等に報告さ

れる体制を構築しております。

当社は、リスク管理規程及びトラブル管理規程を子会社の役職員にも適用し

ております。また、子会社の役職員が、業務上、コンプライアンスに関する問

題を認識した場合に、本社のリスク・コンプライアンス管理委員会に直接報

告・相談できるコンプライアンス相談ラインを整備しております。

当社は、子会社における不適切な取引・会計処理を防止するため、定期的に

監査室や監査等委員による監査を実施しており、監査報告書を社長あてに提出

し、改善すべき事項は、改善是正措置報告書に記載して、問題点の早期把握と

具体的な解決策の策定をフォローする体制をとっております。
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⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用

人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査

等委員会補助者として適切な者を任命し、監査等委員会の指示の実効性を確保

いたします。

また、監査等委員会の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、そ

の任命・異動・評価・懲戒については、監査等委員会の意見を尊重し、決定い

たします。

監査等委員会の監査については、監査室の監査の結果を活用いたします。ま

た、監査室は、監査等委員会との協議により、必要に応じて監査等委員会が要

望する事項の内部監査を実施し、その結果を監査等委員会に報告しております。

監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）

について生じる諸費用については、監査等委員会より費用の申請があった場合

は、経理部門で確認の上支払うものとしております。

⑦ 当社グループの取締役及び使用人等が監査等委員会に報告する体制並びに報

告した者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体

制

代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議にお

いて、随時その担当する業務の執行状況の報告を行っております。

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき、直

ちに監査等委員会に報告することとしております。

また、監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ため、全体営業会議や重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業

務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて監査等委員以外の取締役又

は使用人にその説明を求めております。

当社グループの役員及び従業員等が、社内においてコンプライアンス違反と

なる行為が行われ、又は行われようとしていることに気がついたときは、リス

ク・コンプライアンス室に通報(匿名も可)しなければならないと定めており、

通報内容は直ちに監査等委員会に報告いたします。会社は、通報内容を秘守し、

通報者に対して不利益な扱いを行わないことを明記しております。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

「内部監査規程」において、監査室長は監査等委員会との密接な連携を保つ

よう努めなければならない旨を定め、監査室長は監査等委員会と連携して、内

部監査の実効性確保を図ることとしております。

また、監査等委員は、営業所の状況を把握するため、監査実施時に、監査室
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長に帯同して、独自に監査を実施するほか、監査室の監査状況もチェックして

おります。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、2017年６月23日付で監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の監

視・監督機能の強化、権限の委譲による迅速な意思決定並びに業務執行による経

営の公正性、透明性及び効率性の向上など、コーポレート・ガバナンス体制の強

化を図っております。

当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況は、

以下のとおりであります。

① コンプライアンス

社長直属の機関として、リスク・コンプライアンス室及び同室が事務局とし

て運営するリスク・コンプライアンス管理委員会を設置し、コンプライアンス

体制の維持・強化に取り組んでおります。具体的には、事務局であるリスク・

コンプライアンス室の下、社長を委員長とするリスク・コンプライアンス管理

委員会を設置し、グループにおけるリスク管理並びにトラブル管理に係る課

題・対応方針等を審議しています。これにより、コンプライアンス体制の構築

及び各種問題への対応、マニュアルの改訂や教育計画の立案等を推進する体制

としております。

また、当社グループの「コンプライアンス・マニュアル」に基づき、役員及

び従業員等がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業

務活動にあたるよう研修等を通じて啓蒙を図っております。

加えて、通報・相談窓口である「Denkei Group ホットライン」を設けてお

り、役員及び従業員等が、社内においてコンプライアンス違反となる行為が行

われ、又は行われようとしていることに気がついたときは、事務局に通報(匿名

も可)しなければならないと定めており、会社は、通報内容を秘守し、通報者に

対して不利益な扱いを行わないことを明記しております。

② リスクマネジメント

リスク管理規程及びトラブル管理規程に基づき、様々な損失の危険に対して、

危険の大小や発生可能性に応じ、事前に適切な対応策を準備する等により、損

失の危険を最小限にするよう対応しております。

③ 取締役の職務の執行

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の

業務執行状況について報告を求め、相互の監督等を行っております。

また、緊急な意思決定を要する事項については、適宜臨時でも開催しており

ます。加えて、取締役会の機能をより強化するとともに透明性を確保し、さら
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に高いレベルの経営を目指す観点から、社外取締役５名を選任し、客観的な意

見を経営に反映する体制をとっております。

また、取締役と執行役員を主なメンバーとする経営会議を毎月開催し、重要

問題について情報を共有し協議を行い、具体策をまとめ、代表取締役に意見具

申する体制をとっております。

④ 監査等委員の監査

当社の監査等委員は、定期的に開催される監査等委員会（２カ月に１回及び

臨時）並びに取締役会（毎月１回及び臨時）に出席するとともに、常勤監査等

委員においては、経営会議、営業会議、方針説明会、管理職会議等の重要な会

議に出席し、業務執行の状況を把握することで監査の実効性の確保を図ってお

ります。

監査等委員は、監査の実効性を上げ、自らの目で確認するため、営業所や連

結対象の国内・海外子会社を訪問し、監査等委員としての監査を積極的に行っ

ております。

また、会計監査人の監査や監査室の監査に立ち会うなど、会計監査人や監査

室の監査状況をチェックするほか、情報の共有により問題点の把握に努めてお

ります。監査等委員による監査の結果については、適宜代表取締役社長に報告

されるとともに、取締役会にも定期的に報告しております。

⑤ 財務報告に係る内部統制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、内部統制室長が内部統制評価計

画書に基づき、毎年、営業所の管理課要員を適宜抜擢してチームを組織して、

財務報告に係る内部統制の評価を実施しております。

⑥ 内部監査

監査室は、内部監査規程に基づき内部監査計画を作成し、当社及び当社子会

社の内部監査を実施しております。監査結果は被監査部門に通知され、必要に

応じて是正処置がとられております。内部監査実施結果は、代表取締役社長に

直接報告するほか、取締役会にも報告されております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については、特に定めておりません。
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(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

① 基本的な考え方

当社は、業績・財務状況等を総合的に勘案し継続的かつ安定的な配当を実施

すること、連結の配当性向35％程度を目途とすること、を配当政策の基本方針

としております。

② 当期の配当決定に当たっての考え方

当期の配当につきましては、中間配当を43円といたしました。

当期の連結業績が堅調に推移したことや、内部留保の蓄積が進み自己資本比

率が安定的に推移していること等も踏まえ、2026年３月10日に公表しました

「業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」に記載の通り、期末配当を期

初時点の予想47円から７円増配して54円とさせていただく予定であります。

従いまして、当期の年間配当は、中間配当43円、期末配当54円の年間97円、

前期比10円の増配となる見込みであります。

2027年３月期の配当につきましては、引き続き、業績・財務状況等を総合的

に勘案し、中間配当、期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針

としております。2027年３月期は、成長戦略や経営基盤強化に係る戦略的な投

資等に伴い当期純利益は減益となる見通しですが、株主還元の重要性や自己資

本を着実に積み上げられていることを踏まえ、中間配当54円、期末配当55円の

年間配当109円、と増配を予定しております。

今後も業績の向上による利益確保に努めるとともに、株主様への積極的な利

益還元を検討してまいる所存であります。

……………………………………………………………………………………………………
(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (78,822,844) (負 債 の 部) (45,380,944)

流 動 資 産 (70,367,926) 流 動 負 債 (41,886,820)

現 金 及 び 預 金 8,193,059 支払手形及び買掛金 20,032,975

受取手形及び売掛金 46,318,217 電 子 記 録 債 務 552,975

電 子 記 録 債 権 4,148,504 短 期 借 入 金 14,350,180

商 品 及 び 製 品 4,772,810 １年内返済予定の長期借入金 813,364
仕 掛 品 35,970 リ ー ス 債 務 223,628
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 80,259 未 払 金 58,580
前 渡 金 6,401,829 未 払 費 用 1,511,761
前 払 費 用 181,203 未 払 法 人 税 等 757,785

未 収 収 益 2,583 未 払 消 費 税 等 223,968

未 収 入 金 338,274 預 り 金 246,090

そ の 他 25,565 そ の 他 3,115,512

貸 倒 引 当 金 △130,352

固 定 資 産 (8,454,917) 固 定 負 債 (3,494,124)

有 形 固 定 資 産 (5,257,842) 長 期 借 入 金 2,624,142

建 物 2,695,195 リ ー ス 債 務 206,188

構 築 物 18,397 繰 延 税 金 負 債 592,367

車 両 運 搬 具 60,124 退職給付に係る負債 70,925

工 具 器 具 備 品 535,435 そ の 他 500

土 地 1,553,515

リ ー ス 資 産 395,173 (純 資 産 の 部) (33,441,899)

無 形 固 定 資 産 (400,440) 株 主 資 本 (29,956,846)

借 地 権 41,639 資 本 金 1,159,170

ソ フ ト ウ エ ア 212,236 資 本 剰 余 金 1,358,342

ソフトウエア仮勘定 27,169 利 益 剰 余 金 28,248,736

電 話 加 入 権 17,527 自 己 株 式 △809,403

の れ ん 101,571 その他の包括利益累計額 (2,858,516)

リ ー ス 資 産 295 その他有価証券評価差額金 878,446

投 資 そ の 他 の 資 産 (2,796,634) 為 替 換 算 調 整 勘 定 1,980,070

投 資 有 価 証 券 2,023,367 新 株 予 約 権 (40,671)

関 係 会 社 株 式 4,943 非 支 配 株 主 持 分 (585,864)

出 資 金 109,243

関 係 会 社 出 資 金 18,431

長 期 前 払 費 用 21,824

差 入 保 証 金 584,590

繰 延 税 金 資 産 33,879

そ の 他 28,330

貸 倒 引 当 金 △27,976

資 産 合 計 78,822,844 負債及び純資産合計 78,822,844

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 133,148,547

売 上 原 価 114,679,062

売 上 総 利 益 18,469,485

販売費及び一般管理費 13,497,097

営 業 利 益 4,972,387

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 82,873

仕 入 割 引 52,897

為 替 差 益 141,051

補 助 金 収 入 51,327

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 24,997

雑 収 入 69,102 422,250

営 業 外 費 用

支 払 利 息 203,029

持分法による投資損失 4,495

手 形 売 却 損 12,060

支 払 補 償 費 88,886

雑 損 失 7,228 315,700

経 常 利 益 5,078,937

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,572

投 資 有 価 証 券 売 却 益 77,007

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 1,308

関 係 会 社 株 式 売 却 益 3,500 84,387

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,027

減 損 損 失 38,773

固 定 資 産 除 却 損 8,720

投 資 有 価 証 券 売 却 損 63 48,583

税金等調整前当期純利益 5,114,742

法人税、住民税及び事業税 1,500,058

法 人 税 等 調 整 額 68,685 1,568,744

当 期 純 利 益 3,545,997

非支配株主に帰属する当期純損失 105,378

親会社株主に帰属する当期純利益 3,651,375

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,159,170 1,417,158 25,618,121 △773,341 27,421,108

当期変動額

剰余金の配当 △1,020,319 △1,020,319

親会社株主に帰属

する当期純利益
3,651,375 3,651,375

自己株式の取得 △151,533 △151,533

自己株式の処分 △441 115,471 115,030

自己株式処分差

損の振替
441 △441 －

非支配株主との取

引に係る親会社の

持分変動
△58,815 △58,815

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － △58,815 2,630,614 △36,061 2,535,737

当期末残高 1,159,170 1,358,342 28,248,736 △809,403 29,956,846

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配

株主持分
純資産合計

その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 614,185 1,810,838 2,425,024 46,140 807,635 30,699,909

当期変動額

剰余金の配当 △1,020,319

親会社株主に帰属

する当期純利益
3,651,375

自己株式の取得 △151,533

自己株式の処分 115,030

自己株式処分差

損の振替
－

非支配株主との取

引に係る親会社の

持分変動
△58,815

株主資本以外の項

目の当期変動額(純

額)
264,260 169,231 433,492 △5,469 △221,770 206,252

当期変動額合計 264,260 169,231 433,492 △5,469 △221,770 2,741,990

当期末残高 878,446 1,980,070 2,858,516 40,671 585,864 33,441,899

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 19社

連結子会社の名称
NIHON DENKEI（MALAYSIA）SDN.BHD.・NIHON DENKEI（THAILAND）CO.,LTD.
DENKEI KOREA CO.,LTD.・日本電計（香港）有限公司
NIHON DENKEI VIETNAM CO.,LTD.・電計科技研発（上海）股份有限公司
電計貿易（上海）有限公司・TAIWAN DENKEI SOLUTION CO.,LTD.
NIHON DENKEI INDIA PRIVATE LTD.・PT.NIHON DENKEI INDONESIA
NIHON DENKEI PHILIPPINES,INC.・DENKEI CORPORATION AMERICAS
電計科技発展（上海）有限公司・DENKEI EUROPE GMBH
DENKEI EUROPE HUNGARY KFT
アイコーエンジニアリング株式会社・ユウアイ電子株式会社
新栄電子計測器株式会社・株式会社ホクエン

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称
電計測控科技(厦門)有限公司

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社の数 １社

持分法を適用した関連会社の名称
JQA CALIBRATION VIETNAM CO.,LTD.

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

会社等の名称

非連結子会社

電計測控科技(厦門)有限公司
持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、持分法の適用から除外しております。

(3) 持分法適用会社の事業年度に関する事項

持分法適用会社であるJQA CALIBRATION VIETNAM CO.,LTD.の決算日は12月31日
であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用して
おります。

2026年05月20日 14時38分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 35 ―

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社19社のうち、
NIHON DENKEI（MALAYSIA）SDN.BHD.・NIHON DENKEI（THAILAND）CO.,LTD.
DENKEI KOREA CO.,LTD.・日本電計（香港）有限公司
NIHON DENKEI VIETNAM CO.,LTD.・電計科技研発（上海）股份有限公司
電計貿易（上海）有限公司・TAIWAN DENKEI SOLUTION CO.,LTD.
NIHON DENKEI INDIA PRIVATE LTD.・PT.NIHON DENKEI INDONESIA
NIHON DENKEI PHILIPPINES,INC.・DENKEI CORPORATION AMERICAS
電計科技発展（上海）有限公司・DENKEI EUROPE GMBH
DENKEI EUROPE HUNGARY KFT

は連結計算書類の作成にあたって12月31日現在の計算書類を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①棚 卸 資 産

商品及び製品 主として移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法)

②有 価 証 券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

③デリバティブ

時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

主に定額法によっております。
主な耐用年数

建物 ３年～50年

車両運搬具 ４年～５年

工具器具備品 ３年～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間 (５年）
に基づく定額法を採用しております。

③リ ー ス 資 産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、６年間の定額法により償却を行っております。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社グループは主として、電子計測器等の販売及び修理、校正、保守等を行っ
ております。約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとして
おります。
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な
履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常
の時点）は以下のとおりであります。

①商品及び製品の販売

国内における商品及び製品の販売については、「収益認識に関する会計基準の適
用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品及び製
品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合については、
顧客への引き渡しにより顧客に当該商品及び製品の支配が移転し、履行義務が
充足されるため、出荷時に収益を認識しております。それ以外の場合について
は、商品及び製品が顧客に検収されることにより顧客に当該商品及び製品の支
配が移転し、履行義務が充足されるため、検収時に収益を認識しております。
商品及び製品の輸出販売については、顧客との契約に基づいた貿易条件により、
商品及び製品に対するリスク負担が顧客に移転した時点で顧客に支配が移転し
支配を獲得するため、当該時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識
しております。

②修理・校正・保守等のサービスの提供

修理・校正・保守等のサービスの提供については、履行義務が一時点で充足さ
れる場合には、関連した商品及び製品の出荷時点で当該履行義務が充足される
と判断し、収益を認識しております。また、履行義務が一定期間にわたり充足
される場合には、時の経過に伴い当該履行義務が充足されると判断し、契約期
間にわたって均等按分することにより収益を認識しております。
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(6) 退職給付に係る会計処理の方法

一部の国内子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。

(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は各在外子会社の決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定及び非支配株主持分に含めております。

(8) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を
採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 … 金利スワップ

ヘッジ対象 … 借入金利息

③ヘッジ方針

借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッジ有効性の評価
を省略しております。

表示方法の変更

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「電子記録
債務」は明瞭性を高める観点から、当連結会計年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目
であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるも
のは次のとおりです。

（政策的に保有する棚卸資産の評価）

1.当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,150,154千円

2.その他見積りの内容に関する理解に資する情報

政策的に保有する棚卸資産の評価については、「連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項に関する注記等 4. 会計方針に関する事項、(1) 重要な資産
の評価基準及び評価方法」によっております。当該評価に関して、将来の不確実
な経済状況及び会社の経営状況の影響を受けて、当初想定していた販売等が見込
めなくなった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において評価損が発生する可
能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,597,366千円

2. 受取手形割引高 74,359千円

電子記録債権割引高 1,655,339千円
3. 顧客との契約から生じた債権の残高

受取手形 4,281,060千円
売掛金 46,185,661千円

4. 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 3,092,734千円

連結損益計算書に関する注記

1. 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記
載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「収益認識に関する注記
１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

2. 減損損失

当社グループでは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産及び減損損失額

場所 用途 種類 減損損失(千円)

アメリカ 事業用資産

車両運搬具

工具器具備品

リース資産

7,102

7,724

23,946

(2) 減損損失を認識するに至った経緯
子会社において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであるため、減損

損失を計上しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 11,818,507株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会 普通株式 534,255 利益剰余金 47 2025年

３月31日
2025年
６月23日

2025年11月10日
取締役会 普通株式 486,064 利益剰余金 43 2025年

９月30日
2025年
12月８日

3. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの
2026年６月19日開催の第81回定時株主総会において、次のとおり決議する予定で
あります。

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2026年６月19日
定時株主総会 普通株式 613,067 利益剰余金 54 2026年

３月31日
2026年
６月22日
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4. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数

当連結会計年度
期首の株式数(株)

増加数(株) 減少数(株)
当連結会計年度
末の株式数(株)

普通株式 249,000 60,000 66,400 242,600

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に電子計測器の販売事業を行うための運転資金計画に照

らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。
一時的な余資につきましては安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。投機的な取引は行わない方針
であります。

デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投
機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リス
クに晒されております。また、グローバルに事業を展開していることから生じ
ている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則
として、外貨建ての営業債権の回収促進と日本への送金促進による為替変動リ
スクの平準化を図りヘッジしております。

投資有価証券は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式等であ
り、市場価格の変動リスク等に晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、ほとんど２ヶ月
以内の支払期日であります。

また、その一部には、商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変
動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内
にあります。

借入金は、営業取引に係る資金の調達を目的としており、変動金利の借入金
は金利変動リスクに晒されております。借入金の返済日は決算日後、最長でも
５年程度であります。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取
引を目的とした金利スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、取引先が大企業から中小企業まで数千社存在することから、与信管
理規程に従い、売掛金について、取引開始時や案件採択時に営業本部及び管理
本部で与信限度の設定や回収条件について協議・決定するほか、日常的には、
各営業所が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期
日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。

連結子会社や出資先についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理
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を行っております。
デリバティブ取引は、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関と

のみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、為替リスクヘッジのための外貨運用については、外貨運用基準を設
け、取締役会での承認を受けた上で限度を設定して実施しており、月次の取引
実績は、社長及び経営会議に報告しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況
等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており
ます。

借入金に係る支払金利は、金利スワップ取引を利用し、変動リスクを抑制し
ております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手許流動性は、連結売上高等を踏まえ適正額を確保しておりま
す。

また、資金調達に支障が出ないように、財務状況を定期的に金融機関に報告
を行い、調達額や資金使途の妥当性を説明し、信用維持に努め、流動性リスク
を管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における売掛金は数千社先に分散されており、信用リ
スクの集中は回避されております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、
支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しております。
また、デリバティブ取引は、連結決算日において該当はありません。

（単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額（*) 時 価（*） 差 額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 2,002,531 2,002,531 －

(2) 長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金含む）

(3,437,506) (3,464,690) △27,184

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注)市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額
は以下のとおりであります。
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（単位：千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式

関係会社株式

関係会社出資金

20,836

4,943

18,431

合 計 44,210

（注) 非上場株式等については「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針
第19号 2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象としておりません。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

区 分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

投資有価証券

その他有価証券

株式 2,002,531 － － 2,002,531

(2)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品以外の金融商品

区 分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

長期借入金(1年以内返済予
定の長期借入金含む) － 3,464,690 － 3,464,690

（注）1．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
なお、連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位：千円)

種 類 取得原価 連結貸借対照表 差 額

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 株 式 759,745 1,988,422 1,228,676

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 株 式 17,515 14,108 △3,406

合 計 777,260 2,002,531 1,225,270
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長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む）
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加

味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類
しております。

(注)２. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円)

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

長期借入金 813,364 1,212,864 212,864 162,864 1,011,444 24,106

収益認識に関する注記

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円)

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

合計

日本 中国 その他

売上高

電子計測機器 39,675,993 8,496,100 3,377,565 51,549,659

製造・加工・検査装置 11,051,072 2,376,666 944,827 14,372,566

電子部品・機構部品 16,548,818 3,559,023 1,414,865 21,522,707

ＰＣ及び関連製品 7,460,147 1,604,394 637,816 9,702,358

環境・評価・試験機器 7,885,954 1,623,785 645,524 10,155,264

画像測定・表面観察 5,085,652 1,093,731 434,805 6,614,189

その他 14,312,875 3,695,225 1,223,700 19,231,801

顧客との契約から生じる収益 102,020,514 22,448,928 8,679,105 133,148,547

2. 収益を理解するための基礎となる情報

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 4.会計
方針に関する事項 (4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 45,958,010
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 50,466,722
契約負債(期首残高) 3,313,588
契約負債(期末残高) 3,092,734

契約負債は主に、契約に基づく履行に先立って顧客から受領した対価に関連するもので
あり、契約に基づき履行した時点で収益に振り替えられます。契約負債は、連結貸借対
照表の流動負債に含まれております。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい
た額は、3,313,588千円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が
220,853千円減少した理由は、前受金の減少であります。
過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識し
た収益（主に、取引価格の変動）の額に重要性はありません。
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（2）残存履行義務に配分した取引価格

個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使
用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 2,890円43銭
2. １株当たり当期純利益 322円82銭
3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 321円06銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (64,712,330) (負 債 の 部) (37,729,276)

流 動 資 産 (54,657,875) 流 動 負 債 (35,070,662)

現 金 及 び 預 金 3,598,507 支 払 手 形 81,003

受 取 手 形 15,023 電 子 記 録 債 務 552,975

電 子 記 録 債 権 4,081,273 買 掛 金 17,708,365

売 掛 金 40,290,680 短 期 借 入 金 11,800,000

商 品 2,380,989 １年内返済予定の長期借入金 795,000

前 渡 金 3,998,511 リ ー ス 債 務 3,300

前 払 費 用 92,338 未 払 金 11,032

未 収 入 金 202,003 未 払 費 用 1,167,173

そ の 他 6,757 未 払 法 人 税 等 569,818

貸 倒 引 当 金 △8,208 未 払 消 費 税 等 223,484

固 定 資 産 (10,054,454) 契 約 負 債 1,962,057

有 形 固 定 資 産 (3,988,930) 預 り 金 182,953

建 物 2,440,743 そ の 他 13,497

構 築 物 7,682

車 両 運 搬 具 165 固 定 負 債 (2,658,614)

工 具 器 具 備 品 155,232 長 期 借 入 金 2,550,000

土 地 1,371,343 リ ー ス 債 務 12,160

リ ー ス 資 産 13,762 繰 延 税 金 負 債 95,953

無 形 固 定 資 産 (177,638) そ の 他 500

借 地 権 3,806

ソ フ ト ウ エ ア 131,348 (純 資 産 の 部) (26,983,054)

ソフトウエア仮勘定 27,169 株 主 資 本 (26,108,053)

電 話 加 入 権 15,315 資 本 金 (1,159,170)

投 資 そ の 他 の 資 産 (5,887,884) 資 本 剰 余 金 (1,333,000)

投 資 有 価 証 券 1,935,543 資 本 準 備 金 1,333,000

関 係 会 社 株 式 2,225,617 利 益 剰 余 金 (24,425,286)

出 資 金 10 利 益 準 備 金 137,800

関 係 会 社 出 資 金 1,208,052 そ の 他 利 益 剰 余 金 24,287,486

破 産 更 生 債 権 等 187,906 別 途 積 立 金 4,310,000

差 入 保 証 金 518,661 繰 越 利 益 剰 余 金 19,977,486

貸 倒 引 当 金 △187,906 自 己 株 式 △809,403

評 価 ・ 換 算 差 額 等 (834,329)

その他有価証券評価差額金 834,329

新 株 予 約 権 (40,671)

資 産 合 計 64,712,330 負債及び純資産合計 64,712,330

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 106,324,271

売 上 原 価 93,181,945

売 上 総 利 益 13,142,325

販売費及び一般管理費 9,143,930

営 業 利 益 3,998,394

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,762

受 取 配 当 金 386,875

仕 入 割 引 52,179

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4,777

為 替 差 益 146,316

地 代 収 入 2,400

雑 収 入 57,401 659,712

営 業 外 費 用

支 払 利 息 140,720

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 159,930

手 形 売 却 損 12,060

支 払 補 償 費 60,039

そ の 他 786 373,536

経 常 利 益 4,284,570

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 143

投 資 有 価 証 券 売 却 益 77,007

関 係 会 社 株 式 売 却 益 3,500

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 1,308 81,959

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 82

固 定 資 産 除 却 損 4,477

投 資 有 価 証 券 売 却 損 63

関 係 会 社 株 式 評 価 損 108,939 113,562

税 引 前 当 期 純 利 益 4,252,967

法人税、住民税及び事業税 1,167,252

法 人 税 等 調 整 額 △44,621 1,122,630

当 期 純 利 益 3,130,336

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から2026年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越

利益剰余金

当期首残高 1,159,170 1,333,000 － 1,333,000 137,800 4,310,000 17,867,911 22,315,711

当期変動額

剰余金の配当 △1,020,319 △1,020,319

当期純利益 3,130,336 3,130,336

自己株式の取得

自己株式の処分 △441 △441

自己株式処分差損の

振替
441 441 △441 △441

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － － 2,109,574 2,109,574

当期末残高 1,159,170 1,333,000 － 1,333,000 137,800 4,310,000 19,977,486 24,425,286

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △773,341 24,034,539 592,344 592,344 46,140 24,673,024

当期変動額

剰余金の配当 △1,020,319 △1,020,319

当期純利益 3,130,336 3,130,336

自己株式の取得 △151,533 △151,533 △151,533

自己株式の処分 115,471 115,030 115,030

自己株式処分差損の

振替
－ －

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
241,984 241,984 △5,469 236,515

当期変動額合計 △36,061 2,073,513 241,984 241,984 △5,469 2,310,029

当期末残高 △809,403 26,108,053 834,329 834,329 40,671 26,983,054

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚 卸 資 産

商 品 移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法)

(2) 有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(3) デリバティブ

時価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)

定額法

主な耐用年数

建物 ８年～50年
車両運搬具 ５年
工具器具備品 ３年～20年

(2) 無形固定資産

(リース資産を除く)

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

して算定する定額法によっております。

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。
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4. 引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

5. 収益及び費用の計上基準

当社は主として、電子計測器等の販売及び修理、校正、保守等を行っておりま
す。約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー
ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

は以下のとおりであります。

(1)商品の販売

国内における商品の販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」
第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品の支配が顧客に
移転される時までの期間が通常の期間である場合については、顧客への引き渡
しにより顧客に当該商品の支配が移転し、履行義務が充足されるため、出荷時
に収益を認識しております。それ以外の場合については、商品が顧客に検収さ
れることにより顧客に当該商品の支配が移転し、履行義務が充足されるため、
検収時に収益を認識しております。
商品の輸出販売については、顧客との契約に基づいた貿易条件により、商品に
対するリスク負担が顧客に移転した時点で顧客に支配が移転し支配を獲得する
ため、当該時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

(2)修理・校正・保守等のサービスの提供

修理・校正・保守等のサービスの提供については、履行義務が一時点で充足さ
れる場合には、関連した商品の出荷時点で当該履行義務が充足されると判断し、
収益を認識しております。また、履行義務が一定期間にわたり充足される場合
には、時の経過に伴い当該履行義務が充足されると判断し、契約期間にわたっ
て均等按分することにより収益を認識しております。

6. 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を
採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 … 金利スワップ

ヘッジ対象 … 借入金利息

③ヘッジ方針

借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッジ有効性の評価
を省略しております。
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表示方法の変更

前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「電子記録債
務」は明瞭性を高める観点から、当事業年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、
翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりです。

（政策的に保有する棚卸資産の評価）
1.当事業年度の計算書類に計上した金額

商品 1,150,154千円
2.その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表に同一内容を記載しているため、記載を省略しております。

貸借対照表に関する注記

1. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 1,341,318千円
短期金銭債務 315,983千円
長期金銭債権 159,930千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 940,129千円
3. 受取手形割引高 74,359千円

電子記録債権割引高 1,655,339千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 4,809,619千円
仕入高 1,133,965千円

営業取引以外の取引高 450,655千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 465,409株
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 44,502千円

貸倒引当金 61,815千円

未払賞与 167,059千円

関係会社株式評価損 187,669千円

投資有価証券評価損 49,383千円

その他 72,116千円

繰延税金資産小計 582,548千円

評価性引当額 △333,022千円

繰延税金資産合計 249,525千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △345,478千円

繰延税金負債合計 △345,478千円

繰延税金負債の純額 △95,953千円

関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 柳 丹峰
所有
直接
0.49

当社
取締役会長

ストック・
オプション
の権利行使

11,904 － －

役員 森田 幸哉
所有
直接
0.44

当社
代表取締役

ストック・
オプション
の権利行使

11,904 － －

役員 梶原 琢也
所有
直接
0.34

当社取締役
ストック・
オプション
の権利行使

11,904 － －

役員 菊田 嘉
所有
直接
0.20

当社
執行役員

ストック・
オプション
の権利行使

14,880 － －

役員 久保田修一
所有
直接
0.07

当社
執行役員

ストック・
オプション
の権利行使

11,726 － －

(注) 2022年６月24日開催の株主総会及び2023年８月９日開催の取締役会決議に基づき付与された

ストック・オプションとしての新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しておりま

す。なお、取引金額欄は、当事業年度における新株予約権の権利行使による株式数に払込金

額を乗じた金額を記載しております。

収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 収
益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 2,373円13銭

2. １株当たり当期純利益 276円75銭

3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 275円25銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年５月26日

日 本 電 計 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

井上監査法人
東京都千代田区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 正 己

指定社員
業務執行社員

公認会計士 玉 置 修 一

指定社員
業務執行社員

公認会計士 深 井 敏

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本電計株式会社の2025年４月１日から

2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、日本電計株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸
表監査に適用される規定を含む。)に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年５月26日

日 本 電 計 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

井上監査法人
東京都千代田区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 正 己

指定社員
業務執行社員

公認会計士 玉 置 修 一

指定社員
業務執行社員

公認会計士 深 井 敏

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本電計株式会社の2025年４月１日

から2026年３月31日までの第81期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表
監査に適用される規定を含む。)に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第81期事業年度の取締役の職務の
執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連
結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)
について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月27日

日本電計株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 小 倉 義 夫 ㊞

常勤監査等委員 藤 原 敏 夫 ㊞

監査等委員 呰 真 希 ㊞

(注) 監査等委員 小倉義夫、藤原敏夫及び呰真希は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以 上
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第81回定時株主総会会場ご案内図

会 場 東京都台東区東上野１丁目26番２号
オーラム 地下２階 ラ・サル ローヤル
電話 03（5812）1123

◆交通のご案内◆
● 大江戸線・つくばエクスプレス線 新御徒町駅「A１」出口 徒歩２分
● 日比谷線 仲御徒町駅「３番口」 徒歩７分
● 銀座線 稲荷町駅 徒歩６分
● 山手線 御徒町駅「北口」 徒歩９分

ご来場される株主様へのお土産の配布及び株主総会終了後の懇親会は予定しておりま

せん。予めご了承のほどよろしくお願い申し上げます。
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